
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政の情報が届いていないので民間のお力を借りたいと思っているが、行政はいろんな部局にまたがっているので福

祉部局、教育委員会との連携等、部局を超えて取り組んでいきたい。（市長） 

女性への支援事業について 

総合支援資金特例貸付の限度額に達している方への新たな給付制度が創設されたが、その限

度額に達している方、対象となる方は何名いるか。利用できない方は、車の処分留保や扶養

調査は本人の意向を尊重するなどして、生活保護の利用を促すべきだがどうか。 

国の交付金を使ったNPOへの委託事業とのことだが、生理用品は公共施設のトイレなどに置くべきですし、 

お困りの方への相談は民間任せではなく、市が他部署と連携してその責任・役割を果たしてほしいがいかがか。 

市
長 

生活保護の利用について 

自動車の処分、扶養調査について個々の世帯の状況に即し柔軟に対応している。困窮されている方

が生活保護を受けられるよう今後も丁寧な対応と支援に努める。 
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 東京オリンピックの開催と本市のオリンピック関連事業事前について 

選手団は、母国での陰性証明の提出、体調管理、入国時の抗原検査があり、飛行機でも一般客と

２席離れた座席となるなど、感染リスクは極力抑え込まれると理解している。 

 オリンピック関連事業として、事前合宿、交流事業、ライブサイト（総合体育館での飲食を伴う

試合観戦）などを予定しているが、事前合宿について選手団は日本に到着後、一般客の乗る国

内航空便も使って本市へ移動するが、バブル方式が成立するのか。 

市
長 

【広田美代議員 質問事項】（一問一答方式） 

１ 新型コロナウイルスワクチン接種について  ２ コロナ禍での市民のくらしについて 

３ 東京オリンピック・パラリンピックの開催と本市の開催事業について 

４ 金沢市パートナーシップ宣誓制度について  ５ 有名店のまちなかからの撤退について 

新型コロナウイルスの感染が広がる中、市立病院は感染症病棟を拡充して現在40床に拡大している。現場の体制負

担は非常に厳しい。今回ワクチン接種に関しては、平日の午後、土曜、日曜に集中して行うとしている。発熱外来、入院

受け入れに加えてのワクチン接種、医師、看護師の体制を増強すべきではないか。 

市立病院では正規看護師、会計年度任用職員看護師各 4 名の増員をはじめとする人員体制の強化を今年度も引き続

き維持していく。コロナ病床の拡大に伴い医師 2 名加えるなど看護師の配置も見直し感染状況等の変化に応じて適正

な人員体制を確保していく。（市長） 

 市立病院について 
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 新しい交通システムについて 

新しい交通システムの導入よりも、市民が望んでいるのは、郊外やバスの便数が少ない地域

に対して気軽に利用できるコミュニティーバスなどを導入するなど、本市の財政基盤に即し、

かつ市民からの要望に応じた公共交通の整備検討を目指すべきと考えるがいかがか 

本市における公共交通ネットワークは第 2 次金沢交通戦略に基づき、大きく分けて

「街中や郊外をつなぐ公共交通重要路線」と「郊外における支線を意味するフィーダ

ー交通」により構成していく。事例としては地域住民が主体となる地域運営交通、な

どがあげられる。本市も郊外における移動手段の確保は大切で、地域運営交通につ

いては受住民負担の軽減を図りながらさらなる運行地域の拡大を目指していきた

い。 
大桑初枝議員 

森尾嘉昭議員 

市
長 

高齢者の生活実態を踏まえた支援策について 

高齢者はコロナ禍にあって孤立化と、合わせて、懸念されのが生活の困窮化である。そういう中で国は 75 歳以上の

医療費窓口負担について単身世帯年収 200 万、複数世帯 320 万以上の方、1 割から 2 割に引き上げる「高齢者医

療費 2 倍化法」を成立。コロナ禍の中で、やる施策ではない。市長はどう思われるか 

持続可能な制度にしていかねばならないという国の考えは私は理解できる。全ての世代の方々が安心でき

る社会保障制度を持続的に次の世代にも引き継いでいくための判断であり、一定の役割を果たすものと考

える。  

市
長 

市
長 

市
長 

 資格喪失事由に該当せず。仮契約を行うのは別法人であり、問題はない。 

二つの事業譲渡先となる企業グループの一つ東邦ガスが公正取引委員会から独占禁止法違反

の疑いで立ち入り検査を受けた。重大だ。仮契約締結は中止せよ。 

80 億円を投入して市民サッカー場が移転・新築されるが、全体事業費は、100 億円にのぼる。 

移転先にあるジュニアサーカーコートが４年間使えない。この事業は誰のためなのか。 

スポーツ施設整備事業を立てながら、その必要性の中で対

応。南総合運動公園の球技場があり、有効に使っていただ

きたい。 

金沢市ガス発電事業譲渡に向けた仮契約締結を中止せよ 

【森尾嘉昭議員 質問事項】（一問一答方式） 

１ 新型コロナ感染症クラスター対策について 

２ 金沢市ガス事業・発電事業譲渡方針をめぐって 

３ 市民サッカー場の再整備について 

80 億円投入の市民サッカー場再整備は再検討せよ。 

ジュニアサッカーコートが 4 年間使えない 

【大桑初枝議員 質問事項】（一括質問方式） 

１ 新しい交通システムについて   ２ コロナ禍における事業者支援について 

３ 高齢者の生活実態について 




